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 はじめに 

 

 本市では、中長期的な展望に立ち、よりスリムで効率的な市政を実現し、人

口減少時代に対応できる安定的な行政組織の基礎を確立するため、平成１８年

３月に「池田市行財政システム改革プラン」（以下、「改革プラン」という。）を

策定し、本年度を目標年度と定め、行財政改革を進めております。 

 

平成２１年度は、市職員の給与カットを主とした人件費削減や債権回収セン

ターの新設による滞納整理の強化、市有土地の売却といった歳入の確保対策、

葬祭場などへの指定管理者制度導入施設の拡大による行政のスリム化などに取

り組みました。一方、総合窓口課によるワンストップサービスを実施するなど、

市民サービスの向上にも努めました。その結果、単年度ベースでは、平成２１

年度も引き続き黒字となり、「改革プラン」の数値目標である職員数１５８人削

減や人件費総額７０億円以下をクリアする見込みとなっております。しかしな

がら、１００年に一度といわれる世界同時不況もあり、今後の財政推計をみた

とき、決して安心できるとは言えない状況であることに変わりはありません。

そのため、行政が携わっている事業を今一度見直し、真に１０万池田市民の

ためになることは何かを見極め、事業のスリム化、メリハリをつけた事業展開

を行います。 

 
そして「小さくとも世界に誇れる池田」であるためにも、全職員が心を一つ

にして、よりスリムで効率的な市政運営をめざしてまいります。今後とも皆様

のご理解、ご協力をお願いいたします。 

 

   平成２２年９月 

 

                      池田市長 倉 田   薫 
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「行財政システム改革プラン」 

平成２１年度 最終報告 

  

 本プランは、直面する財政危機を回避するだけでなく、中長期的な展望に立ち、よりスリム

で効率的な市政を実現し、人口減少時代に対応できる安定的な行政組織の基礎を確立すること

を目的としている。 

 

１．プランの概要 

(1) 策  定    平成18年３月   

(2) 計画年度    平成18年度～22年度 

(3) 改革のポイント ①財政の健全化 ②行政のスリム化 ③市民（顧客）サービスの充実 

 ④開かれた行政 

(4) 数値目標    ①安定的な財政構造の確立（臨時財源補てんをせず形式収支黒字化） 

                ②経常収支比率90％台 ③職員数158人削減（対18年度比18％削減） 

※H22.4.1、企業会計（病院・水道）を除く全職員。ただし、上下水

道部門の統合による 20人の減及び平成 18 年度の計画と実績の差 8

人を除く。 

            ④人件費総額（退職手当除く） 平成 22年度   70 億円以下 

 

２．各会計別職員数（各年４月１日） 

（単位：人）  

区    分 
17年度
(参考) 

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 対18.4.1

計画  788 783 738 683 666 △122
① 一般会計 

実績 802 783 760 729 684 664 △119

計画  60 59 58 32 32 △28
② 特別会計 

実績 60 60 60 56 32 32 △28

計画  40 18 17 4 4 △36
③ 派遣 

実績 53 37 16 7 4 4 △33

計画  888 860 813 719 702 △186
小   計 

実績 915 880 836 792 720 700 △180

計画  402 399 398 431 431 29
④ 病院事業会計 

実績 389 384 421 423 407 402 18

計画  71 70 70 85 85 14
⑤ 水道事業会計 

実績 74 71 69 66 84 83 12

計画  1,361 1,329 1,281 1,235 1,218 △143
合     計 

実績 1,378 1,335 1,326 1,281 1,211 1,185 △150

計画  828 801 755 687 670 △158<参考> 

普通会計(①+③) 実績 855 820 776 736 688 668 △152

※平成21年度から上下水道部門が統合され、⑤は上下水道事業会計に変更。 

※平成21、22年度の①～③の計画は「改革プラン中間見直し」（平成21年3月）による見直し後の数値（特

別会計から上下水道部門への20人の移行、平成18年度の計画と実績との差8人を含む）。 
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３．その他の数値目標の推移 

（単位 ①・③：百万円、②：％）  

区    分 
17年度
(参考) 

18年度 19年度 20年度 21年度 
22年度 
(予定) 

計画 0 △231 △1,277 △434 80

① 形式収支 

実績 327 338 420 813 850 －

② 経常収支比率＊ 実績 103.0 101.3 101.7 97.9 98.5 －

③ 人件費総額 

（退職手当を除

く） 

実績 7,716 7,572 7,410 6,984 6,490 6,529

(注)21年度の経常収支比率は速報値 

＊財政構造の弾力性を表す指標で、この比率が高いほど投資的経費等の臨時的経費に使用できる一般財源

が少なく、財政構造が弾力性を失っていることを示す。 地方税、普通交付税のように、使途が特定さ

れず毎年度経常的に収入される財源（経常一般財源）が、人件費、扶助費、公債費のように毎年度経常

的に支出される経費にどれくらい充当されているかをみることで、財政の健全性を判断できる。 

 

<参考> 健全化判断比率                   （単位：％） 

 
実質赤字比率 

連結実質赤字比

率 

実質公債費 

比率 
将来負担比率 

平成 20年度 ― ― ８．０ １３９．９ 

早期健全化基準 １２．５２ １７．５２ ２５．０ ３５０．０ 

財政再生基準 ２０．００ ４０．００ ３５．０  

※実質赤字比率及び連結実質赤字比率については、実質赤字額、連結実質赤字額が算定され 

ないため「－」を表示 

 

４．平成21年度の主な取り組み内容 

 

①財政の健全化 

課   題 取 り 組 み 内 容 【効果額（単位：百万円）】 

人件費改革 

 

 

 

○給料等の削減 

・本給課長職以上3.5％、課長代理以下2.5％削減（H21～22）【133】 

・市長15％、その他特別職7.5％本給及び議員報酬の3.5％削減（H21～

22）【16】 

・一般職の6月期の期末手当を0.2月、12月期の期末手当を0.15月削

減 【112】 

・特別職及び議員の6月期の期末手当を0.2月、12月期の期末手当を

0.15月削減【7】 
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事務事業改革 

 

○事務事業の見直し 

・CATV市広報番組の見直し【9】 

・駅周辺放置自転車等対策事業の見直し【9】 

・結核検診事業の見直し【7】 

○行政情報システムの再構築 

・総合窓口システムとのデータ連携を行い、福祉、医療、子育て、教

育、介護等の業務での段階的稼動 

○広域行政の推進 

・府からの権限移譲に対応し、池田市、箕面市、豊能町、能勢町の2市

2町からなる研究会を設置し、広域連携の方針を決定 

歳入の確保 ○市税等徴収率の向上 

・債権回収センターを設置し、滞納徴収を実施【56】 

・預かり保育料滞納に係る徴収方法の変更 

○受益者負担の適正化 

・五月丘緑地駐車場を有料化【1】 

・カルチャープラザ使用料を改定 

・総合スポーツセンター使用料を改定 

・保健福祉総合センターの会議室・駐車場使用料を徴収【2】 

○市有財産の活用と未利用土地等の売却 

・池田小学校プール跡地の売却【239】 

・社会福祉協議会跡地の売却【151】 

・教員会館跡地の売却【261】 

○新たな歳入確保の取り組み 

・みんなでつくるまちの寄付の募集（継続）【70】 

・職員の給料明細に広告を掲載 

・建築確認申請・検査手数料を改定 

・長期優良住宅建築等計画認定手数料を徴収 

公共施設改革 ○管理運営方法の見直し 

・カルチャープラザ（旧青年の家）の機能更新 

・コミュニティ広場を廃止【6】 

・城山勤労者センターを廃止 

外郭団体改革 ○外郭団体の見直し 

・補助金の見直し【12】 

公営企業改革 ○病院事業の地方独立行政法人化の検討 

・公立病院改革プランを策定（公立病院として果たすべき役割を明確化）

・地域医療支援病院の承認（府内公立病院では初） 

○水道施設の統廃合 

・神田浄水場跡地の売却【98】 

新しい行政経営の

推進 

○新たな行政手法の導入検討 

・下水道事業の地方公営企業法全部適用 

（注）効果額については、当該年度に数値化できるもののみを記載（以下同様） 
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②行政のスリム化 

課   題 取 り 組 み 内 容 【効果額（単位：百万円）】 

人事管理改革 ○人事評価システムの充実 

・人事評価制度適正化検討委員会を設置し、保育士などへ拡大し実地研

修を実施 

○職員公募制度の活用 

・公募による飛び級試験を実施（継続） 

○職員の人材育成 

・フィードバック面談の充実のため面談研修を実施（継続） 

○池田市懲戒処分等基準の指針の運用 

・分限処分の運用指針の検討 

○他市との人事交流 

・研修として、泉大津市から職員1名を受け入れ 

組織機構改革 ○組織の大括り化（簡素化）の推進 

・少人数課を統合 

・上下水道部門を統合 

・都市整備部と建設部を都市建設部に統合 

○組織のフラット化の推進 

・市長部局における室を廃止 

○庁内プロジェクトの拡充 

・園芸高校移転構想検討プロジェクトを組織 

民間活力の有効活

用 

○指定管理者制度の活用拡大 

・葬祭場に指定管理者制度を導入【2】 
・３Ｒ推進センターに指定管理者制度を導入 

・児童館に指定管理者制度を導入【3】 
・市民文化会館に利用料金制を導入 

○官民協働事業の推進 

・広告収入による全額民間企業の費用で「暮らしの便利帳」を発行

【10】 

 

③市民（顧客）サービスの充実 

課   題 取 り 組 み 内 容 

窓口サービス等の

充実 

○窓口のワンストップ化 

・総合窓口課によるワンストップサービスを実施 

○行政サービス提供時間の拡大 

・スポーツセンターの開館時間を拡大 

 

④開かれた行政 

課   題 取 り 組 み 内 容 

市民と行政の情報

の共有 

○情報提供の充実 

・市ＨＰでふくまるコンテンツ（70周年記念事業関係）を発信 

市民と行政の協働

の推進 

○市政への市民参画 

・各地域コミュニティ推進協議会からの提案事業を実施（継続） 

・第 6次総合計画策定のため、審議会委員として大学生らが参画 

・池田と細河の地域コミュニティ推進協議会に大学生が参画 

○市民と行政の協働 

・商店街の空き店舗活用に大学生が企画から運営まで参画 



 

 
6

 
 

５．平成22年度の主な取り組み内容 

  池田市行財政システム改革プランに基づき、平成２２年度に取り組むメニューの主なものを

以下のとおり示す。 

 

① 財政の健全化 

◆人件費改革として 

  給料体系等の見直し ・住居手当を廃止 

   給 料 等 の 削 減 ・本給課長職以上3.5％、課長代理以下2.5％削減（H21～22） 

   給 料 等 の 削 減 ・市長15％、その他特別職7.5％本給及び議員報酬の3.5％削減 

   給 料 等 の 削 減   （H21～22） 

◆歳入の確保として 

   市税等徴収率の向上 ・市債権納付コールセンターを開設 

 

② 行政のスリム化 

◆人事管理改革として 

   定員適正化計画の推進       ・１歳児保育士の配置基準を見直し 

   人事評価システムの充実      ・課長以上への試行継続に目標管理制度を導入 

   人事評価システムの充実      ・消防職、技能職、医療職にも拡大した試行を実施 

   職員公募制度の活用        ・採用試験の面接員を公募 

   職員の人材育成          ・新任主査を対象に政策策定研修を実施 

   池田市懲戒処分等基準の指針の運用 ・分限処分の運用指針の策定 

 ◆組織機構改革として  

   組織のフラット化の推進      ・教育委員会組織を改編 

 ◆民間活力の有効活用として  

   アウトソーシングの推進      ・なかよしこども園の調理業務を委託 

   アウトソーシングの推進      ・市営住宅管理事業を委託 

                                    など 

 

 

 

 

 



21 年度決算 一般会計グラフ 
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一般会計性質別決算推移グラフ
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